
別表３　第11－２号様式別紙１ （共同住宅用）

１　補助事業の概要

☑ 分譲 □ 賃貸

□ 新築

☑ 既存
（ □

※１　補助対象設備が設置された共同住宅の引渡しを受け取得した場合は、当該住宅の引渡し日、その他の場合

　　は、補助対象設備の設置工事の着工日を記載してください。

※２　次の事項のうち、最も遅い日付けを記載し、（）に該当する番号を記載してください。

(1) 新たに導入した補助対象設備の設置工事の完了

(2) 新たに導入した補助対象設備又は新たに導入した補助対象設備が設置された住宅の代金の支払完了

(3) 新たに導入した補助対象設備又は新たに導入した補助対象設備が設置された住宅の引渡し

２　設備の概要

W W

W W

W W

W W

kW kW

kW kW

　※１　日本工業規格に規定される公称最大出力をいう。
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蓄電システムの
メーカー名

○○○○

パッケージ型番 ○○○○ 台数 1 台

蓄電容量（小数点第３位以下切捨て） 5.5

発電出力（小数点第３位以下切捨て）※２ 8.11 kW

合計

○○○○ 5.9 2 11.8

太陽電池モジュールの公称最大出力の合計
（合計はキロワット表示で小数点第３位以下切捨て）

8.11 kW

パ
ワ
ー

コ
ン
デ
ィ

シ
ョ

ナ
ー

メーカー名 ○○○○

型番等

型式番号 定格出力（力率1.0） 数量

太
陽
光
発
電
設
備

太陽電池モジュールの
メーカー名

○○○○

太陽電池モジュール

型式番号 公称最大出力※１ 数量 合計

パワーコンディショナーの定格出力の合計
（合計はキロワット表示で小数点第３位以下切捨て）

11.8 kW

14 5,810

○○○○ 230 10 2,300

○○○○ 415

令和8年8月1日

事業完了日※２ ( ２ ) 令和8年9月30日

神奈川県住宅用太陽光発電・蓄電池導入費補助金事業結果報告書

申請者氏名
（法人等の場合は名称）

○○マンション管理組合

補助事業で設置する設備を
設置した住宅等について

（該当する□に「✓」を記載）

所
在
地

地番 神奈川県横浜市中区日本大通１

住居表示
（確定していない

場合は空欄）

神奈川県横浜市中区日本大通１-25

取得の別

事業着手日※１

種別

耐震基準適合のための改修工事完了）

実績報告書（第11-2号様式）を記載いただくと自動的に反映され

ます。

申請時から内容が変更となっていない場合は、申請時の内容

をそのまま記載してください。

申請時と内容が変更となっている場合は、仕様変更報告書（第

11号様式別紙２）が必要となります。



　※２　太陽電池モジュールの公称最大出力の合計又はパワーコンディショナーの定格出力の合計のうちいずれか低い

方とする。

３　交付決定額の積算

　注　消費税及び地方消費税相当額は除く。
なお、補助額の算出に使用する太陽光発電設備の発電出力については、太陽電池モジュー
ルの公称最大出力の合計値とパワーコンディショナーの定格出力合計値のいずれか低い方
による。

施工会社の詳細

※　実績報告に関する技術的事項について、導入した設備の販売・設置・施工事業者に確認することがあります。

責任者職・氏名 △△長・○○　○○○ 責任者連絡先 ***-***-****

担当者氏名 ○○○　○○○ 担当者連絡先 ***-***-****

合計交付申請額（Ｃ）＋（Ｆ） 717,000 円

会社名・支店名 ○○○株式会社・△△支店

住所 ○○○○○○○

蓄
電
シ
ス
テ
ム
等

設備費
設備費、付属設備費、その他設備費

（Ｄ）
200,000 円

設置工事費 設計費、工事費、諸経費（Ｅ）

設計費、工事費、諸経費（Ｂ） 750,000 円

補助対象経費（Ａ）＋（Ｂ） 1,100,000 円

600,000 円

補助対象経費（Ｄ）＋（Ｅ） 800,000 円

交付申請額（Ｆ）（補助対象経費又は蓄電システム台数に15万円を
乗じた額のうちいずれか低い額。千円未満切捨て）

150,000 円

交付申請額（Ｃ）（補助対象経費又は発電出力に７万円を乗じた額
のうちいずれか低い額。千円未満切捨て）

567,000 円

経費の区分 費目名 金額

太
陽
光
発
電
設
備

設備費
設備費、付属設備費、その他設備費

（Ａ）
350,000 円

設置工事費

申請時から内容が変更となっていない場合は、申請時の内容

をそのまま記載してください。

申請時と内容が変更となっている場合は、仕様変更報告書（第

11号様式別紙２）が必要となります。


